


私たちは外国人技能実習生受入れ事業を行っています。

外国人技能実習制度は、1960年代後半頃から海外の現地法人などの社員教育として行われていた研修制度が評価され、これを原型
として1993年に制度化されたものです。

技能実習制度の目的・趣旨は、我が国で培われた技能、技術又は知識（以下「技能等」という。）の開発途上地域等への移転を図り、
当該開発途上地域等の経済発展を担う「人づくり」に寄与するという、国際協力の推進です。

制度の目的・趣旨は1993年に技能実習制度が創設されて以来終始一貫している考え方であり、技能実習法には、基本理念として
「技能実習は、労働力の需給の調整の手段として行われてはならない」（法第３条第２項）と記されています。

技能実習制度の内容は、外国人の技能実習生が、日本において企業や個人事業主等の実習実施者と雇用関係を結び、出身国において
修得が困難な技能等の修得・習熟・熟達を図るものです。期間は最⾧５年とされ、技能等の修得は、技能実習計画に基づいて行われ
ます。

また、2016年11月28日、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）が公布され、2017年
11月1日に施行されました。

技能実習法に基づく新たな外国人技能実習制度では、技能実習の適正な実施や技能実習生の保護の観点から、監理団体の許可制や技
能実習計画の認定制等が新たに導入された一方、優良な監理団体・実習実施者に対しては実習期間の延⾧や受入れ人数枠の拡大など
の制度の拡充も図られています。

【外国人技能実習制度とは】



技能実習生の人数
常勤職員の総数

2号（2，3年目）1号（1年目）

１号（1年目）の２倍

３人３０人以下

４人３１人～４０人

５人４１人～５０人

６人５１人～１００人

１０人１０１人～２００人

１５人２０１人～３００人

常勤職員総数の１／２０３０１人以上

技能実習生の人数
一般

技能実習生の人数事業所の
常勤介護職員の総数 全体（1号+２号）1号（1年目）

１人１人１人

２人１人２人

３人１人３～１０人

６人２人１１～２０人

９人３人２１～３０人

技能実習生の人数事業所の
常勤介護職員の総数 全体（1号+２号）1号（1年目）

１２人４人３１～４０人

１５人５人４１～５０人

１８人６人５１～１００人

３０人１０人１０１～２００人

４５人１５人２０１～３００人

常勤介護職員の３／２０常勤介護職員の１／２０３０１人以上

介護

※ 常勤職員数には、
技能実習生は含まれない。
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・技能実習責任者
→講習を受講

・申請に必要な書類の準備
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・入国前講習の受講

・申請に必要な書類の準備
→組合へ送付

入
国
管
理
局
へ

在
留
資
格
認
定
証
明
書
の
交
付
申
請

ビ
ザ
発
給
の
手
続
き

入
国
後
講
習

（
栃
木
県
小
山
市
、
約
１
カ
月
）

栃
木
県
の
講
習
施
設

ま
で
の
お
迎
え

・組合入会
・事前調査票・申込書の記入
・貸借対照表・損益計算書のご提示
・雇用契約書などの作成
・実習生の宿泊施設の決定
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・実習生の生活必需品の準備
（電化製品、備品、
台所用品、寝具等）

・作業服などの業務上必要な
ものの準備

１室２名以下

１人当たりの寝室床面積→4.5㎡以上

避難（消火）措置

お申し込み後、おおむね７～８ヶ月で配属となります
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技能実習に関する業務
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技能実習１号

１年目 ２年目 ３年目
入国

技能実習３号への移行。

帰国

もしくは、特定技能への移行。

もしくは、
技能実習

入国後
講習

技能実習

在留資格変更申請

技能検定試験（初級・基礎級）

技能実習２号

在留期間更新申請

技能検定試験（専門級・随時３級）

管理簿・管理日誌、賃金台帳、出勤簿、パスポートと在留カード、

健康診断結果票などの書類を確認いたします。

給与・社会保険・勤怠関係
については
すべて日本人と同等の
雇用条件を満たすこと



よくある質問と、外国人技能実習制度に関するＱ＆Ａ

Ｑ２）まだ実習生を受け入れたことがなく、不安ですが?

Ｑ１）青葉協同組合の主な特徴は?

⇒2018年2月20日発行の岩手日報新聞で、下図のように紹介
されました。他の許可業種も受け入れ可能です。

・新制度に対応した確実な申請を支援します。
⇒受入れ企業において用意していただく書類が従来より増えて

増えており、しっかりとその内容を理解して頂かなければな
らない事が多々ございますが、当組合が全面的にサポートい
たしますので、ご安心ください。

・安心の一貫したサポート体制です。
⇒入国前後に徹底した日本語教育を行います。入国後はじめの

１年間は月に１回は必ず職場を巡回し、問題がないかを確認
いたします。

・一般職種の他に、介護と自動車整備の技能実習生の
受入れ許可監理団体です。

Ｑ３）日本語のレベルはどの程度ですか?
・介護の技能実習生はＮ4レベルでの会話が可能です。

⇒介護の技能実習生は、Ｎ４レベルの日本語試験に合格するこ
とが入国の条件です。普段の生活に困ることはないようです
が、流暢に話せるわけではありません。
また、介護技能生はN３取得を目標とする努力義務が課せら
れています。
入国後もしっかりと日本語習得に取り組む姿勢と、企業様に
もご協力いただいて、環境を作ることが求められます。

Ｑ４）どのような人材が来ますか?
・厳選した送出し機関と提携し、優秀な人材を確保します。

⇒当組合が協定を結んでいるインドネシアの送り出し機関は、
現地の大学・看護大学と提携し、在校生・卒業生に日本語を
学ばせたうえで、面接に臨んでいます。
また、送り出し機関の代表者は、日本在住20年を超え、
介護福祉士として勤務していた経験があり、日本のルール、
習慣、仕事に対する考え方などを実習生に直接教えることが
可能です。また、岩手県に居住しておりますので、実習生の
相談役、通訳としてもすぐに対応することが可能です。

Ｑ５）採用する際の費用は?
・別表にてご案内いたします。

⇒ご希望いただければ、詳しい案内を用意しておりますので、
お申し付けください。


